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第四次宮崎県環境基本計画の一部改定（計画案）について

環境森林課

１ 計画改定の趣旨

令和３年３月の「第四次宮崎県環境基本計画」（以下「県計画」という。）策定以降の

国の脱炭素化に向けた動きに対応するため、県計画の一部を改定する。

２ 計画改定の内容

（１）２０３０年度における温室効果ガス削減目標の見直し

2050年温室効果ガス排出実質ゼロの実現に向けて、国は令和３年10月に地球温暖化

対策計画を改定し、2030年度の温室効果ガス削減目標を2013年度比26％削減から46％

削減へ見直しを行った。

このことを踏まえ、本県としても2030年度までの具体的な対策による削減効果等を

積み上げ、本県における2030年度の温室効果ガス削減目標を以下のとおり見直す。

【2030（令和12）年度の温室効果ガス削減目標】

＜現計画＞ 2013（平成25）年度比 ２６％削減

＜見直し案＞ 2013（平成25）年度比 ５０％削減

【部門別の温室効果ガス削減目標】
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【温室効果ガス削減目標イメージ図】

（２）再生可能エネルギー導入目標の見直し

「地球温暖化対策の推進に関する法律」の改正（令和４年４月施行）により、地域

の再生可能エネルギーの導入を促進するため、都道府県において施策の実施に関する

目標を定めることが義務づけられたことから、本県としても2030年度の再生可能エネ

ルギー導入目標を見直すとともに、新たに再エネ種別ごとの目標を設定する。

【2030（令和12）年度の再生可能エネルギー導入目標】

＜現計画＞ 再生可能エネルギー総出力電力 3,052,150kW

＜見直し案＞ 再生可能エネルギー総出力電力 3,610,313kW

【再エネ種別ごとの導入目標】
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３ 目標達成に向けた主な施策

（１）温室効果ガス排出削減

① 家庭部門における排出削減対策の推進

○新県民等の気運醸成や行動変容を促すための訴求効果の高いプロモーションの展開

○新省エネ家電やＬＥＤ照明などの省エネ機器等の普及啓発・導入促進

○新スマートフォンアプリを活用した家庭での電気使用量削減等の取組の促進

・地球温暖化防止活動推進員等と連携した地域での普及啓発

・住宅の高断熱化やＺＥＨ化など省エネ住宅に関する普及啓発・導入促進

② 産業・業務部門における排出削減対策の推進

○新中小企業等を対象とした省エネ診断を活用した脱炭素経営への転換促進

○新施設園芸における省エネ機器の導入など農業における脱炭素化の推進

○新温室効果ガス排出削減と産業競争力向上の両立を目指すＧＸの取組の推進

○新県有施設における高効率設備の導入やＺＥＢ化の推進

・事業者向けセミナー等の開催による普及啓発

・省エネ機器・設備の導入及び建物のＺＥＢ化に関する普及啓発・導入促進

③ 運輸部門における排出削減対策の推進

○新電動車（ＥＶ、ＦＣＶ等）の普及啓発・導入促進

○新共同配送の促進や物流拠点の集約化など物流の脱炭素化の推進

○新公用車への電動車の率先導入

・ノーマイカーデーの推進など公共交通機関の利用促進

・トラック輸送から鉄道・船舶による輸送に転換するモーダルシフトの促進

④ 二酸化炭素以外の温室効果ガス排出削減の推進

・関連事業者への指導・立入検査によるフロン類の管理の適正化

・ごみの分別徹底によるメタン等の排出抑制の推進

・家畜排せつ物の有効利用や堆肥の適切な利用など環境に優しい農業の推進

（２）再生可能エネルギー等の導入促進

① 地域と共生した再生可能エネルギー導入促進

○新本県の豊かな地域資源を活用し、地域と共生した再エネの導入促進

○新県民や事業者に対する再エネ由来電力の利用促進

○新営農が見込まれない荒廃農地への太陽光発電設備の導入促進

○新鶏ふん燃焼発電施設等への支援など畜産バイオマス利活用の推進

○新小水力発電の導入可能性調査や実証実験等を行う市町村等の支援

○新県有施設における太陽光発電設備や再エネ由来電力の率先導入

・木質バイオマスのペレットやチップ等の安定的な供給

・風力・地熱発電におけるポテンシャル調査結果の情報提供
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② 再生可能エネルギーを活用した地域課題の解決

○新再エネの自家消費促進のための太陽光パネルと蓄電池の普及促進

○新「脱炭素先行地域づくり」など地域の脱炭素化を目指す市町村の支援

○新再エネの活用が災害時のレジリエンス強化や生活の利便性の向上、地域経済の活

性化につながることの周知

○新再エネを中心とした地域の自立分散型エネルギーシステムの構築

・防災拠点等への再エネや燃料電池、蓄電池の導入促進

③ クリーンエネルギー産業の振興・脱炭素化技術等への研究開発支援

○新再エネを活用した水素製造など脱炭素化エネルギーの研究開発促進

○新産学官連携による研究開発や技術開発への支援

○新エネルギー産業等を行う中小企業等への低利な融資の実施

（３）二酸化炭素吸収源対策

① 吸収源としての森林等の整備

○新初期成長の早いエリートツリーなど品種が明確な優良苗木等の生産拡大

○新森林クラウドシステムの構築など森林分野のＤＸの促進

○新林業への新規就業の促進や就業者の知識・技術等の習得支援

・適切な間伐の実施による健全な森林づくりの推進

・計画的な伐採や速やかな再造林による資源循環型林業の確立

② 二酸化炭素固定化のための木材利用促進

○新住宅等の民間建築物や公共建築物における県産材による木造化・木質化の推進

・炭素を貯蔵し、加工に要するエネルギーが少なく、再生産が可能な木質資源の利

用促進

③ 都市緑化の推進等その他の吸収源対策

○新たい肥等の有機物を投入した土づくりによる農地土壌の炭素貯留の促進

○新ブルーカーボンに関する情報収集や生態系の造成等の促進

○新国県道における緑地空間や街路樹の維持管理等

・都市公園の整備等、都市緑化の推進
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４ 重点プロジェクトの見直し

プロジェクトの施策内容を見直すとともに、新たにロードマップを追加する。

【2050年ゼロカーボン社会づくりの実現に向けたロードマップ】
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５ ゼロカーボン社会づくりの実現に向けて各主体に求められる主な役割

県民・団体 ・節電・節水や省エネ家電の購入など省エネ行動の実践

・断熱改修や太陽光パネルの設置など住宅の省エネ化

・公共交通機関の利用やエコドライブの実践、電動車への買換え

・環境保全活動への参加

事業者 ・節電・節水やクールビズ・ウォームビズなど省エネ行動の実践

・高効率機器・設備等の導入

・断熱改修や太陽光パネルの設置など建物の省エネ化

・社用車への電動車の導入

市町村 ・住民や事業者に対する脱炭素化に係る情報提供・普及啓発

・地域の環境保全活動への支援

・地域の特性を生かした再エネ導入の検討

・市町村の施設における省エネ施設や電動車等の率先導入

県 ・県民や事業者に対する脱炭素化に係る情報提供・普及啓発

・省エネ機器・施設等の普及啓発・導入支援

・条例に基づく一定量以上の温室効果ガス排出事業者への指導・助言

・産学官連携による研究開発や技術開発の支援など関連企業の育成・振興

・県有施設における省エネ施設や電動車等の率先導入

国 ・省エネ機器・施設等への導入補助

・脱炭素化に係る新たな技術開発・実用化支援

・法による規制・促進

・税による優遇措置や新たな税制度の導入検討

・国の施設における省エネ施設や電動車等の率先導入

６ 今後のスケジュール

令和４年 12月 環境農林水産常任委員会（計画案の報告）

〃 環境審議会（計画案の審議）

〃 パブリックコメント

令和５年 １月 再生可能エネルギー等導入推進連絡会（計画最終案の報告）

２月 環境審議会（計画最終案の審議、答申）

〃 県議会（議案（計画最終案）の提出）


